
時間制約下の遷移確率に着目した
複数目的地選択肢集合の生成手法

福山　祥代 1・羽藤　英二 2

1正会員　独立行政法人都市再生機構（〒 163-1382 東京都新宿区西新宿 6-5-1）
E-mail: sachiyo.fukuyama@gmail.com

2正会員　東京大学大学院　工学系研究科社会基盤工学専攻（〒 113-8656 東京都文京区本郷 7-3-1）
E-mail: hato@bin.t.u-tokyo.ac.jp

本研究では，時間制約下で駅を出発して複数の目的地を訪れ駅に戻る一連の目的地選択について，全体行程
の効用を考慮しながら逐次的に選択を行う動的な意思決定過程のモデルを構築するとともに，この場合の選択
肢集合について，選択段階の経過に伴う残り時間の減少とこれによる空間的制約条件の変化を考慮した生成手
法を提案する．時間制約下での各選択段階におけるトリップの目的地の選択確率は，１つ前のトリップの目的
地と残り時間により定まる遷移確率をもつマルコフ連鎖により表され，これを用いて列挙を行う．残り時間の
推移を決める移動時間と滞在時間の分布はプローブパーソンデータ等の観測データを用いて設定する．
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1. はじめに

歩行者の利用を想定する都市空間の整備計画を検討

する上で，歩行者の行動特性を客観的かつ具体的に把

握し，これに基づき整備目標に対する計画内容の効果

を評価することが重要である．しかし，実務において

は，歩行スケールの空間整備において定量的な分析・評

価を行っている例は少なく，また従来の空間解析手法

は近接性や連続性を指標にするものが中心で，人の行

動特性との関係が明確になっているものは少ない．都

市空間上の歩行者行動に関する数理的な分析と空間評

価の手法の整備が必要な状況にある．

一方，歩行者の詳細な行動を分析するためのデータ

環境は整いつつある．パーソントリップ (PT) 調査な

ど従来の交通行動調査はゾーン単位で集計されており，

通常歩行により移動する 1km以内程度のスケールでの

具体的な行動は把握することができない．このため既

往研究における歩行者行動分析は，個別のアンケート

や追跡調査，定点カメラでの録画等によりデータ収集

を行う場合が大半であり，収集できる行動の量や範囲，

移動軌跡の情報に限界があった．しかし現在，GPS機

能付きの携帯端末の普及など，位置情報の取得・記録

環境は既に整備されており，今後歩行者行動解析に適

用可能なオンラインデータが利用可能になることも予

想される．このような状況を踏まえ，個人ごとの移動

に関する詳細な位置・時刻を把握できるプローブパー

ソン (PP)調査データを用いた歩行者行動分析手法につ

いて提案する．

本研究では，歩行スケールの都市空間での歩行者行

動を決める一要素である目的地選択を対象に，行動特

性を分析するためのモデルの提案を行う．例えば駅を

中心にした市街地の活性化方策を検討するような場合

には，駅を起点とする歩行者の活動範囲の広がりやそ

の発生パターンが興味の対象となり，現状の把握に加

えて，施策による空間の変化が行動にもたらす変化を

予測することが最終的な目標となる．このとき，活動

範囲を決定する目的地は，駅を出発してから最終的に

駅に戻るまでの間に複数選択され訪問される場合も多

く見られる．さらに，散策自体を目的にする場合を除

き，前後のスケジュール等により予め決められた制約

時間の中で，訪問により達成したい目的を予め設定し，

設定した個々の目的が全て達成できることを一連の行

動の全体的な目的として念頭におきながら逐次的に選

択を行うという行動が多く含まれると考えられる．こ

のような行動は図 1の (c)のように表現でき，一連の行

程に含まれる個々の目的地は，全体の時間制約と他の

選択目的地との位置関係等により選択の判断がなされ

るため，これらの文脈から切り離して個々の目的地を

駅に対する空間的分布（図 1の (a)）や個別トリップ単

位の目的地選択（図 1の (b)）として捉えても，モデル

の構造や変数が実際の意思決定過程と乖離し，施策の

効果の予測に用いても適切な結果が得られない可能性

がある．

このため，本研究では，時間制約により生じる行動
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(a) 駅に対する目的地の空間的分布 (b) トリップ単位の目的地選択 (c) 時間制約下での全体行程を考慮した目的地選択

図–1 目的地選択モデルの考え方

範囲の空間的制約の下で，全体行程の完遂を考慮しな

がら複数の目的地を選択する意思決定過程を表現する

モデルを構築する．このような行動では，当面選択すべ

き目的地の選択において，当該目的地の効用に加えて，

その後に選択する一連の行動による効用も考慮に入れ

る再帰的な選択構造になっていると想定できる．さら

には，このような短期間の判断においても，当面の目

的にこだわってその後に続く行動の重要性を軽く見る

ような意思決定特性が当てはまる場合も比較的多いと

考えられ，これらの点を考慮した動学的な複数目的地

の選択モデルを提案する．

また，このときの行動は時間制約により生じる行動

範囲の空間的制約の下で行われ，目的地として選択可

能な範囲はこの時間-空間上の制約により決まるが，複

数ステップの目的地選択においては各選択段階の残り

時間と現在位置により空間選択可能範囲が変化する．選

択段階に伴い縮小・移動する空間選択可能範囲を基に

選択肢集合を形成することで，計算負荷の低減やモデ

ルの精度の向上を図る手法を提示することを，本研究

の目的とする．

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ

既往研究における目的地選択モデルは，自動車交通

を前提とした交通調査ゾーン単位での移動を対象とし，

Multinomial Logit モデル (MNL) を適用したモデルが

提案の主流をなしてきた．これに対し，歩行者行動に

関しては，特に一連の買い物行動を記述する上で，複

数の目的地を訪れる行動をモデル化する提案がなされ

ている．

Borgers and Timmermans(1986) 1) は，複数目的の

買い物行動について，前の目的地から次の目的地への

遷移確率を店舗の床面積とリンク間の距離を用いて表

したマルコフ連鎖モデルにより定式化している．さら

に，MNLモデルを用いた経路選択のサブモデルと，リ

ンクの属性及び歩行者量に関連して生じる付帯的な店

舗訪問を表すサブモデルを加えて，歩行者量の分布を

予測する手法を提示している．Kitamura(1984) 2) は，

prospective utilityという概念を導入し，トリップチェー

ンを考慮した目的地選択モデルの提案を行っている．目

的地の選択において，その先に行われる訪問の効用も

含む期待効用を prospective utility とし，目的地に近

接する店舗の量など他の機会の大きさの影響や，会社

帰りの目的地選択における家の位置の影響など，関係

する他の目的地の効用を考慮したモデルが提案されて

いる．Arentze et al. (1993) 3) は，Kitamura(1984)の

モデルを発展させ，複数目的の買い物行動のモデルを

提案している．購入頻度に基づき商品を G個の順位に

分類し，個人が 1つのトリップで複数の商品を購入す

ることにより移動コストを低減しようとする行動をモ

デル化している．Zhu et al. (2006) 4) は，時間の影響

を考慮した歩行者の買い物行動のモデルを提案してい

る．MNLモデルを用いて，パラメータを定数と時間に

依存する項による線形関数に置き換えて効用関数を定

義することにより，時間の経過に伴う効用の変化を表

している．

この他，セミマルコフ過程を用いて複数目的地間の

遷移確率や期待滞在時間の分析を行った研究としてXia

et al. (2011) 5) がある．また，伊藤・羽藤 (2013) 6)は，

歩行者の時空間上の移動・滞在行動について連続時間マ

ルコフモデルを用いてリンク間遷移として記述し，歩

行者流の配分を行うモデルを提案している．

時間制約と空間選択の関係を表す概念として，プ

リズム制約 (Time-space prism) がある．Time–space

prism は，Hägerstrand(1970) 7) により提案され，

Lenntorp(1976) 8)が発展させた概念であり，活動する

場所，関連する場所間の距離，移動と活動に利用可能

な時間，移動の速度によって決定される領域によって，
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個人が到達可能な時間－空間的制約を表現するもので

ある．3次元で表される Time–space prismを 2次元の

平面に投影したものを potential path area(PPA)と呼

び，与えられた時間-空間制約内で利用可能なすべての

場所が含まれる領域を表す．

初期のモデルが到達可能な空間の範囲のみを表して

いたのに対し，均等でない活動機会の分布を考慮し

た GIS ベースのモデルが Kwan and Hong(1998) 9)，

Miller(1991) 10) などによって提案された．また，We-

ber and Kwan(2002) 11) では移動時間の違いや店舗の

営業時間を考慮したモデルが提案されている．これらの

モデルを発展させ，Kim and Kwan(2003) 12) は”time

window”という概念を導入し，現実的な最低限の活動

継続時間と最大限の移動時間を考慮したモデルを提案

している．Yoon et al. (2012) 13) は，以上の手法を用

いて，午前のピーク，午後のピーク，その間の日中の時

間帯，夜の時間帯の 4つを設定して移動時間帯による

移動速度への影響を考慮するとともに，就業者の分布

と勤務時間からサービスの利用可能時間を想定して目

的地選択肢集合を生成し，環境の変動によって選択肢

集合が大きく変化することを示している．

以上の既往研究に対し，本研究は，目的地選択にお

けるトリップチェーンの考慮について，空間的な関係性

や一方向的な時間推移の影響だけでなく，時間制約に

より生じる再帰的な将来効用の考慮を導入した点，ま

たプリズム制約による選択肢集合の変化を動的な目的

地選択モデルの選択肢集合生成に導入した点に特徴が

ある．

3. モデルフレームと定式化

次に，時間制約下で複数の目的地を訪問する行動に

ついて，本研究におけるモデルフレームの提示と定式

化の説明を行う．

非義務的な買い物行動等の場合，一連のツアーで達

成したい目的は予め決めて出発するが，1つの目的地訪

問終了の度に，現在地や残り時間などその時点での状

況を考慮して，以降の目的地を調整し決定するような

行動パターンを考えることができる．このような場合，

次の目的地の選択は，それ以降に予定する目的に対し

て制約時間内で選択可能な目的地の有無やその効用の

大きさも考慮に入れてなされると考えられる．移動時

間は概ね距離に比例するため，次の目的地への出発地

点と残り時間によって，選択可能な目的地の範囲は変

化する．本研究では，現在地と残り時間により変化す

る選択肢集合を前提に，次以降の選択肢の効用も考慮

して逐次的に選択を行う目的地選択行動のモデルを提

案する．

現時点の効用だけでなく将来的な期待効用を考慮に

加えて意思決定を行う動的な離散選択モデルは，構造

推定の手法により定式化及び推定が行われる．以下，

Aguirregabiria and Mira (2010) 14) に基づき，本研究

で扱うモデルを定式化する．

個人 iが 1ツアー内で訪問する目的地数を K とし，

出発地もしくは前の目的地から次の目的地まで移動し

そこで滞在するトリップを 1期間とする．k 期におい

て，個人 iは状態変数 sikを観測し，次式で表される期

待効用を最大化するよう選択肢 aik ∈ Aを選択すると

仮定する．

E(
K−k∑
j=0

βjU(ai,k+j , si,k+j)|aik, sik) (1)

β ∈ (0, 1) は時間割引率，U(aik, sik) は k 期の効用を

示す．ベルマンの最適性原理 (Bellman, 1957) 15)より，

この DP問題の価値関数 V (sik)は次式で表される．

V (sik) = max
a∈A

{U(a, sik)

+ β

∫
V (si,k+1)dF (si,k+1|a, sik)} (2)

ここで，F (si,k+1|a, sik) はマルコフ遷移確率分布関
数を示す．このときの最適決定ルールは α(sik) =

argmaxa∈A{v(a, sit)} となる．v(a, sik) は次式で定義

される選択肢別価値関数である．

v(a, sik) ≡ U(a, sik) + β

∫
V (si,k+1)dF (si,k+1|a, sik)

(3)

状態変数 sik のうち観測可能なものを xik，観測でき

ないものを εik とし，誤差項 εik に i.i.d.を仮定し，か

つ次期の観測可能な状態変数 xi,k+1が今期の誤差項 εik

に依存しないと仮定すると，εikの分布に対する価値関

数の期待値が次式で表される．

V̄ (xik) =

∫
max
a∈A

{u(a, xik) + εik(a)

+ β
∑

xi,k+1

V̄ (xi,k+1)fx(xi,k+1|a, xik)}dGε(εik) (4)

Gε は εik の分布関数を表す．このとき，式 (3) の選

択肢別価値関数は静的なランダム効用モデルと同様

v(a, xik) + εik(a)と分解でき，v(a, xik)は次式となる．

v(a, xik) = u(a, xik)+β
∑

xi,k+1

V̄ (xi,k+1)fx(xi,k+1|a, xik)

(5)

u(a, xik)は選択肢別効用関数，fxは xに関する遷移確

率密度関数を示す．

εik に i.i.d. ガンベル分布を仮定すると，V̄ 及び選択
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確率は次式のように記述できる．

V̄ (xik) = log
( J∑
a=0

exp{u(a, xik)

+ β
∑

xi,k+1

V̄ (xi,k+1)fx(xi,k+1|a, xik)}
)

(6)

P (a|xik, θ) =
exp(v(a, xik))∑J
j=1 exp(v(j, xik))

(7)

目的地選択に影響する主な要素として，目的地での

滞在による効用と目的地までの移動による不効用が考

えられる．目的地での滞在による効用は，目的地の魅

力度が高いほど大きい．また，長く滞在できるほど効

用は大きくなるが，効用の増分は低減していくものと

考えられる．移動による不効用としては，移動時間が

長くなることによる滞在時間の減少や，長い距離を移

動することによる体力的，精神的負担などが想定され，

移動時間に比例するものと仮定できる．以上を考慮し，

選択肢別効用関数 uを次式で表す．

u(a, xik) = θu1qa∗exp(−θu2tsik)+θu3Lk+θu4dik (8)

qa は目的地 aの魅力度，tsik は個人 iの k期における

期待滞在時間，Lkは k期の目的地までの移動距離を表

す．また，dikは残り時間内に到達できる目的地がある

場合は 0，ない場合は 1をとる変数とする．これらが個

人 iの k期における状態変数となる．θu はパラメータ

とする．

移動距離Lkは k期のトリップの出発地点と目的地候

補 aの間の最短経路長さにより定義することとし，一

つ前の状態（現トリップの出発地点）によって決まる

マルコフ連鎖を形成する．期待滞在時間 tsik は，観測

データから分布関数を求め，これに基づき確率的に与

えられるものとする．また，滞在時間の長さによる効

用の低減を指数関数により表すこととする．目的地の

魅力度 qaには多様な形成要因が考えられるが，目的地

を街路ネットワークのノードとし，魅力度をノードに

接続するリンクの店舗立地状況を表す指数の平均値で

表すことなどが考えられる．この値は時間によらず目

的地ごとに一定とする．dikは，残り時間内に目的地に

到達できない場合の不効用を表す．

状態変数のうち時間に伴って変化するものは，期待滞

在時間を決める変数とした残り時間 Tik である．k + 1

期の残り時間 Ti,k+1 は，k 期の残り時間 Tik と移動時

間 tmik，滞在時間 tsik により次式のように定まる．

Ti,k+1 = Tik − (tmik + tsik) (9)

移動時間 tmikは目的地間の最短経路長さに比例するも

のと仮定し，滞在時間 tsik の分布には指数関数を仮定

して，観測データを用いて係数を推定する．

4. 選択肢集合の生成

選択候補となる目的地は，k 期の出発時点での制約

時間内で到達可能な範囲にあることが条件となる．ま

た，本研究では駅を出発して最終的に駅に戻る行動を

対象としているため，目的地訪問後に駅に戻る時間 tst

を確保する必要がある．以上のことから，各期におけ

る目的地選択肢集合は，各期の出発地点を起点として

Tik − (tm(ai,k+1, aik) + tst(ai,k+1))で表される時空間

範囲内にあるものとし，これ以外の目的地の選択確率

は 0とする．

移動時間 tmは k 期のトリップの出発地点と目的地

候補 aの間の最短経路長さに比例するとしたことから，

各期ごとの選択可能範囲を決める変数はいずれも一つ

前の状態（現トリップの出発地点）によって決まるマ

ルコフ連鎖を形成する．これにより，出発地から順に

選択肢集合の列挙を行う．

図 2に，目的地の静的な空間分布に着目した目的地

選択肢集合（図 2(a)）と，本研究で提案する目的地選択

肢集合（図 2(b)）の概念図を示す．駅周辺に分布する

目的地について，選択対象範囲を限定する上では，例え

ば駅からの徒歩圏と考えられる範囲を，規範的もしく

はデータから得た分布状況に基づき，駅を基点とした

一定距離などにより設定することが考えられ，これが

図 2(a)の状況である．目的地が 1か所の場合の駅との

往復行動であればこの設定に妥当性があるが，複数目

的地を順次訪問する場合は，制約時間の減少に伴い選

択可能範囲は選択段階ごとに狭まっていく（図 2(b)）．

本研究ではこの点を考慮し，現実的な空間範囲に選択

肢集合を限定することで，モデルの精度向上を図るこ

ととする．

選択肢集合の範囲は出発地点及び残り時間ごとに異

なるため，各期のトリップごとに出発点に対する選択

肢集合を列挙する．さらに，k期のトリップの選択にお

いて k + 1期以降のトリップの効用も考慮されること

から，k期の条件において k+1期以降に選択可能なト

リップの列挙も行う．

大規模商業集積地などでは，目的地の種類によって

は代替選択肢が多数に上るため，計算負荷の低減及び

現実的な選択行動との整合の観点から選択肢のサンプ

リングが必要となる．このような場合，代替選択肢が 5

個を超える場合は 5個をサンプリングし，これに実際

選択された目的地を加えて選択肢集合とすることが考

えられる．サンプリングによるバイアスへの対応に関

する検討については今後の課題としたい．
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駅

Dn : 選択された n 期の目的地
T    : 選択された n 期の目的地
tmn : Dm-Dn 間の移動 +Dn での滞在時間
　　（s は駅を示す）

1 期の選択時の
移動可能範囲

2 期の選択時の
移動可能範囲

ts1
D1

D2
D3

t12
t23

t3s

ts1+t1s≦T

t12+t2s≦T-ts1

3 期の選択時の
移動可能範囲

t23+t3s≦T-(ts1+t12)

駅 D1

D2
D3

駅を基点にした
選択肢分布範囲

(a) 駅に対する位置関係に基づく選択肢集合 (b) 各期のプリズム制約に基づく選択肢集合

図–2 選択肢集合の考え方

5. 推定データの検討

以上のようなモデリングに対応したデータとして，プ

ローブパーソン (PP)調査データがある．

PP調査は，携帯電話など GPS搭載の移動体通信と

ウェブダイアリーを用いて，人の移動行動を記録する

調査である．位置データは秒単位で自動的に記録され，

加えて出発地・到着地や出発時間・到着時間は被験者が

携帯電話上でボタンを押すことにより記録される．ま

た，移動目的，目的施設，交通手段等の情報を，ウェブ

ダイアリーを用いて被験者が入力することにより取得

する．

PP調査の特徴の一つとして，個人ごとの移動に関す

る精度の高い位置・時刻データが得られることが挙げ

られる．複数の目的地を訪れる回遊行動において，各

目的地の位置に加えて移動及び滞在に関する時間・時

刻が観測できることにより，本研究で提示するような

モデルの適用が容易に行えるようになる．

2005/11/19(土)から 2ヶ月の期間で実施された渋谷

地区を対象とする PP調査では，駅を出発して複数目

的地を訪れた後に駅に戻る行動に関する位置・時刻及

び目的施設等のデータが取得されており，このデータ

を用いて本研究で提案したモデルの検討を行うことが

できる．

分析に用いるデータとして，この他に街路ネットワー

クデータ及び目的地の属性データが必要となる．対象

地区の街路ネットワークは，Google Earthからノード

座標データを抽出して作成する．PPデータの精度を考

慮し，街路は 1本の街路を 1本のリンクとして扱い，片

側 2車線以上の街路のみ両側の歩道をリンクとして設

定する（図 3）．また，目的地の魅力度を表すために用

いるリンクの店舗立地状況を表す指数については，住

代々木公園
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50
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1k
m

1.5
km

原宿駅

表参道駅

代々木八幡駅

渋谷駅神泉駅

恵比寿駅

代官山駅

JR線

東
急
東
横
線

首都高速3号渋
谷線

図–3 渋谷地区の街路ネットワーク

宅地図を基にリンクに面する建物における店舗の割合

を指数化するなどの方法で設定することができる．

6. モデル推定手法

3において定式化したモデルは，以下の方法で推定で

きる（Aguirregabiria and Mira, 2010) ．

誤差項 εik の i.i.d.の仮定及び次期の観測可能な状態

変数 xi,k+1 の今期の誤差項 εik に対する独立性の仮定
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により，対数尤度関数は次式で表すことができる．

L(θ) =
∑
i

Ki∑
k=1

logP (aik|xik, θ)

+
∑
i

Ki−1∑
k=1

log fx(xi,k+1|aik, xik, θf )

+
∑
i

logPr(xi1|θ) (10)

Pr(xi1|θ)は xi の初期条件を示し，最尤推定上は無視

されることが多い．式 (10)に対して，Rust(1987) 16)

により簡易化した推定法が提示されており，まず各状

態変数 xについて
∑

i

∑Ki−1
k=1 log fx(xi,k+1|aik, xik, θf )

を最大化する θf を推定し，これを用いて式 (10)を最

大化する θを求める．

時間とともに変化する状態変数として，式 (9)で定義

した残り時間 Tikがあり，これを求めるための移動時間

tmik と滞在時間 tsik の算定式を PPデータを用いて推

定する．以上により設定した残り時間の遷移式を用い

て，パラメータ θ を推定する．推定結果は発表会にて

報告する予定である．

7. まとめ

本研究では，時間制約下での複数目的地選択につい

て，全体行程の効用を考慮しながら逐次的に目的地選

択を行う動的な意思決定過程のモデルを構築するとと

もに，この場合の選択肢集合について，選択段階の経

過に伴う残り時間の減少とこれによる空間的制約条件

の変化を考慮した生成手法を採用することで，この先

徐々に絞り込まれていく行動範囲を見越して各段階の

選択がなされる状況を表現することを試みた．これに

より，1km圏程度の歩行スケールの都市空間における

歩行者行動について，現実的な意思決定過程に沿った

詳細な行動記述が可能となり，ここで提案したような

モデルに必要となる個人ごとの詳細データ利用の環境

が整備されていく中で，本モデルを用いた検討の機会

も高めていくことができると考える．

今後の課題として，先に挙げた選択肢集合のサンプ

リングバイアスの補正方法の検討に加えて，本研究で

は単純化して扱っている移動時間と滞在時間について，

精度の高い観測データが得られていることを活用した

より詳細なモデル化の検討が必要である．
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